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国際連合アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)

坂井弘臣(外務省国連局経済課)

はじめに

ESCAPとはアジア太平洋経済社会委員会(Econo･

皿icanaSocia1CommissionforAsiaanathePaci丘｡)

の略称で1974年まではECAFE(アジア極東経済委員

会)と呼ばれていた.それは国連の機関として設

立以来31年の活動の歴史を有しこの地域における数多

い国際機関の中で最も多くの加盟国を含み最も広範

かつ多岐にわたる活動を展開しているいわばアジ

ア太平洋地域における経済社会開発のための国連の総合

的な機関である.その活動の組織的展開の歴史はア

ジア戦後吏の反映といえよう.

日本にとってもこのESCAPは種々の意味を持つ.

日本は国連加盟に先立って国連の機関であるこの機

関に加盟が認められたカミそれは戦後目本の国際社会

への復帰という面で主要粧意味を持つ.現在はまだ

この地域で唯一の先進工業国としての日本がこの地域

諸国の良きパｰトナｰであることを示す重要な場として

加盟国となっていることは重要祖意味をもつものとい

えよう.

I設立の経緯

第二次世界大戦後設立された国際連合は戦争によっ

て荒廃した諸国の復興を図るための措置を講ずることが

急務であった.

1946年国連の週COSOC(Econo血icanaSocia1

Counci1一経済社会理事会)は荒廃地経済復興臨時小

委員会を設立して占領又は戦争によって荒廃された諸

国でドイツと日本を除く国の復興を容易にし加速す

るのに効果的な国際協力措置について諮問した.こ

の小委員会はヨｰロッパとアジアの2班に分れて調

査を行ったがその中間報告としてヨｰ回ツバ班のも

のが提出された.その報脊にはヨｰロッパ経済委員

会設立提案が含まれていた.この中間報告を受けた

ECOSOCは翌1947年3月の第4回会期で決議をも

ってヨｰロッバ経済委員会とアジア極東経済委員会の

設立を決定した.

ESCAPはこのように本来国連の経済社会理事

会がアジア極東地域の戦後の経済復興のために設立し

たものであるがその後戦後の経済復興に限らず広

く経済及び社会開発のための地域機関に発展してきてい

る.このようにしてECOSOCによって設立された

国連の地域経済委員会は次の5つである.

アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)1947年設立

…1一ロッパ経済委員会(ECE)1947年設立

ラテン･アメリカ経済委員会(ECLA)1948年設立

アヲリカ経済委員会(ECA)1958年設立

面アジア経済委員会(ECWA)1973年設立

往西アジア経済委員会は従来いわゆる中近東と呼ばれ

る地域の諸国からなっているものでありイランアフ

ガニスタンまではESCAPに入っているカミそれ以

遠の諸国からなる.

ESCAP設立の根拠となるものはr付託条項』であ

るがこれはECOSOCが設立を決定した決議の形

をもって採択したものである.この付託条項において

ESCAPの目的任務地理的範囲加盟国等が規定さ

れている.付託条項の改訂はECOSOCによって行

われるものでESCAP自らカミ行えるものではない.

ただしESCAPは付託条項の改訂についてECOS

OCに勧告することができる.

皿鵬CARの地理的範囲と加盟国

1.地理的範囲(ESCAP地域)

地域機関としてのESCAPは当然その活動の対象と

しての地理的恋範囲を明確にする必要がありそれは

ESCAPの付託条項の中で指定されている.現在の地

理的範囲は次のとおり.

アフガニスタンオｰストラリアバングラデシュブｰタン

英領ソロモン諸島ブルネイビルマ中国クック諸島フ

ィジｰギルバｰト･エリス諸島香港インドインドネシ

アイラン目本カンボジア韓国ラオスマレｰシァ

モンゴルモノレディブナウルネパｰルニュｰジｰランド

パキスタンパプア･ニュｰギニアフィリピンシンガポｰ

ノレスリランカタイトンガ太平洋信託統治領ベトナム

サモア

ここで注意し征ければならないことはかかる地域指

定は地図上に線を引いてその中に入る国という形で

はなく個々の国の名を挙げて指定する方式をとってい�
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ESCAP地域図
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る.従って一般にアジア･太平洋と呼ばれている地

域にある国でもESCAP地域に含まれているものがあ

る.例えばマカオはその一例である.またオｰ

ストラリアは1947年のESCAP設立当初から加盟国で

あったがESCAPの地理的範囲内に編入されたのは

1963年である.日本についてもESCAP準加盟国と

なった1952年まではESCAP地域内に含まれていなか

った.この約10年の間に顕著なことは南太平洋の諸

島が相次いでESCAP地域に編入されたことであり

これがECAFEからESCAPに名称を変更した一つの

主な理由である.

(イ)

域内正加盟国(28ヵ国)一アフガニスタンオ

ｰストラリアバングラデシュブｰタンビル

マ中国インドインドネシアイラン目本

カンボジアラオスマレｰシアモンゴルモ

ルディブナウルネパｰルニュｰジｰランド

パキスタンパプア･ニュｰギニアフィリピン

韓国シンガポｰルスリランカタイトンガ

ベトナム社会主義国サモア

(口)域外正加盟国(5カ国)一フランスオランダ

ソ連英国米国

2.加盟国(正加盟国と準加盟国)

加盟国についても付託条項によって規定されている

が正加盟国と準加盟国に分れる.また正加盟国の中

には前述のESCAP地域に含まれている国と含まれて

いない国とがあり通常前者を域内国後者を域外国と

呼んでいる.現在の構成は次のとおりである.

(1)正加盟国(33ヵ国)

(2)準加盟国(8カ国)一英領ソロモン諸島ブルネ

イクック諸島フィジｰギルバｰト諸島香

港ツバノレ太平洋信託統治領

準加盟国は通常ESCAP地域内で完全た独立を達

成してい恋い国又は地域であるがこれらが国家として

自らの国際関係に責任を有するに到った場合には正加

盟国として認められることができる.また国際連合の�
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ESCAP会議構造(1974年第30回総会決議)

レペルｰ閣僚

頻度一毎年

機龍一政策決定

レベルｰ官吏

頻度一各委員会についてはそれぞれに

示すどおi〕年閥の会合の数は

アドホ･ソク会議を含め最大1眼7会合

で合音十日数は50口にi狼弓セさオしる

淡能一割;門別のレヴュｰ及ひ

プロジェクト策定･蕎1'画

レベルｰ官吏

頻度一必要に応じて開紺1(i〕･:

卒闘最大隈i5会合合計日数

は100日を超えない.

い■は制限せず

機能_プロジェクト実施

����総�会���アジア経済協力閣僚理事会�

��������ESCAP常駐代表�

��������諮問委員会(ACPR)�

農.業開発�開発計画�産蒐･n癌･技術�天然資源�人口�社会開発�統計�貿易�運輸通信�アド･ホック

委員会�委員会�委員会�委員会�委員会�委員会�委員会�委'員会�委員会�会議

/2年に1回〕�(鉾に工回)�(毎年〕�(毎年)�(3年に1回)�(3年に1回〕�(2年に1回〕�(毎年〕�(毎年)�瞭剛

���������内陸国

���������特別部会

���(i〕アド･ホック政府間会合･一専門家会合������

��(1i)その他の言替グルｰプ活動�������

圃匿魔

注1天然資源委員会についてはエネルギｰ

竈竈団竈

水鉱物を別々に3年毎に採り上げる

加盟国となった場合にはESCAPの正加盟国として認

められることになっている.しかしフィジｰは独

(二)

主を達成し国際連合加盟国となったがESCAPでは

自ら準加盟国にとどまっている.正加盟と準加盟の違

いは準加盟国が総会において議決権投票権恋し(ホ)

で参加する点であり総会の下部機関においては両者

は同一の資格を有する.

(へ)

皿鵬C血圧の目的と任務

1947年の設立時におけるESCAPの目的はアジア極

東地域の『戦後経済復興』であったが4年後の1951年

には『開発』をその目的に追加し更に1959年には

『社会開発』が追加され前記のとおり1974年にはそ

の名称も『アジア･太平洋経済社会委員会』と改めら

れた.現在のESCAPの付託条項によるとその目的

･任務は次のとおりである.

(イ)アジア･太平洋地域の経済再建･開発のための協力を助

長し経済活動の水準を高め地域内諾国及び地域外諸

国との経済関係の維持･強化のための措置を考えること.

(回)地域内の経済的ないし技術的問題の解決及び開発のた

めの調査･研究を実施しあるいは援助すること.

(ハ)経済的･技術的及び統計に関する情報の収集評価及

び普及を行いあるいは援助すること.

地域内諾園の要請に芯し専門機関及び国連の技術援助

局と重複しないことを条件に適宜助言を行うこと.

技術問題を含め地域内の経済問題に関し経済社会理

事会を補佐すること.

経済開発の社会的側面及び経済的要因と社会的要因と

の相関関係を取扱うこと.

ESCAPの目的･任務は以上のとおりであるがそ

の目的･任務の遂行に当っては国連の機関として国

連の政策の枠内で行動しECOSOCの下部機関として

ECOSOCの一般的監督に服することになっている.

IV鵬CA正の機構

ESCAPの機構は総会を頂点とする諸委員会その

他の会合とこれら話会議のための事務局とに分れる.

1.会議構造

総会を頂点とする諸委員会その他の会合の段階的構成

については別区に示すとおりであるカミこれはECA

FEがESCAPに名称を変更した1974年の第30回総会に

おいて会議構造改革に関する決議をもって決定した.

それまでのESCAPにおいては農業問題を検討する場�



がなかったこと工業と天然資源について産業天然資源

委員会でまとめて取扱っていなカミら工業については別

にアジァ工業会議アジァ工業開発現毒会といった会

議の重復がみられたこと各種委員会の下に多くの小

委員会又は作業部会がその必要性の有無にかかわらず

定期的に会合することになっていたこと等の問題があり

これらを一挙に改めたのがこの1974年の第30回総会に

おける会議構造決議であった.

(1)総会一ESCAPの最高の意思決定機関として毎

年1回加盟国準加盟国のほかESCAPの活動に関

係を有する非加盟国国連機関専門機関非政府間機

関等の代表の参加のもとに開催される.通常加盟国

の首席代表には関僚レベルの者カミなっている.開催

地はほぼ地域内加盟国の持ち回りとなっている.こ

れまで日本では1955年の第11回総会1962年の第18回

総会1967年の第23回総会1973年の第29回総会がそれ

ぞれ東京で開催されている.恋お今年3月7目より

17目までバンコクで開催された総会は第34回総会であ

った.珊47年の設立にもかかわらず1978年が第34回

に狂ったのは設立当初の1947年及び1948年にはそれ

ぞれ2回開催されているからである.

総会においてはアジア･太平洋地域の経済･社会情

勢一般についての検討及び下部機関からの報告を検討

しESCAPの活動として承認を与えることである.

(2)アジア経済協力閣僚理事会一総会の決定に

より開催される閣僚会議で域内国のみによって構成さ

れ1970年に第4回が開催されたのカミこれまでの最後と

なっている.この会議はアジア開発銀行アジア清

算同盟の設立間題等時に地域協力についての大きな問

題を検討する場としての役割を有していた.

(3)ESCA正常駐代表諮問委員会(ACPR)一!974

年の会議構造改革決議により創設されたものである.

それまでも加盟国でタイのバンコクに大使館を有する

国はそれぞれESCAPの常駐代表を任命してESC

APと自国との連絡に当らせていた.1974年には

ACPRとして組織化され月1回の平均で会合しES

CAPの事業計画のほか総会により特に諮問された問

題について検討を行っている.このACPRでの結論

は形式上は総会に対する助言であるがESCAP活

動組織上の重要問題を検討すること及びかかる検討を

通じて事務局と加盟国との緊密恋連絡を可能にし随

時ESCAP活動に対して加盟国の意向を反映させる役割

を果している.現在の日本のESCAP常駐代表は在

タイ目本大使館小野寺竜二参事官である,

(4)各種委員会一｢農業開発｣｢開発計画｣r産業

･住宅･技術｣｢天然資源｣｢人口｣｢社会開発｣｢統

計｣｢貿易｣｢海運･運輸･通信｣の9つの分野につい

て委員会がありこれらは常設委員会といわれている.

委員会の会議が短年1回開催されるものから3年に1

回開催されるものまでまちまちである.この中で

天然資源委員会は毎年1回会議を開催し｢水資源｣

｢エネルギｰ･電力｣｢鉱物資源｣の3部門に分けて

毎年その内の1部門を主要問題として取扱っている.

今年の天然資源委員会はエネルギｰ･電力を主題とし

明年は鉱物資源を主題として取扱うことになっている.

このように9つの分野について委員会があるがこれ

らの委員会ではカバｰされ粗い分野について特に検討

する必要カミある場合には｢アド･ホックの会議｣を開

催することができる.以上の9つの委員二会とアド･ホ

ック会議を合せて!年に7つ会議合計員数50目を超

えてはならないことと枝っている.

(5)アド･ホック政府間会合専門家会合'か

って各種委員会の下に小委員会作業部会といったも

のが定期的に会合していたのを廃止して特に必要性が

認められたものについてその都度政府間会合又は専門

家会合として開催することになった.これらは年間

15の会合合計日数150目を超えては祖らないことに注

っている.

(6)地域協力プロジェクト会合一1974年の第30

回総会の会議構造改革決議の図にはCCOPCCOP/S

OPAC台風委員会メコン河下流域調査調整委員会及

び各種研修所管理理事会が示されているが地域協カプ

目ジエクトはその後増加しており同決議の図は修正

の要がある.因みに地域鉱物資源開発センタｰの管理

理事会の理事国が今年の第34回総会で決定し近く理

事会が発足すること地域農機ネットワｰクも近く第

1回管理理事会を開催する.また各種研修所について

も統一した単一の管理理事会が昨年発足した.

2.事務局組織と財政

(1)組織

事務局は事務局長を頂点とし9つの部からなる本

部と各種地域協力プロジェクトのヤ!タｰ事務所等

より成りその構成を図で示すと別区の如きものとなる.

事務局本部の所在地は1947年のECAFE設立当初は

上海であったが!949年1月より現在までタイのバンコ�
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ク市である.1970年にバンコクを事務局の恒久的な

所在地と決定して国連は自らの予算で16階建ての

事務所用ビル6階建ての図書館広報等のサｰビス用

ビルならびに1つの会議場を建設しこれらは1975年10

月に落成して国連ビルと呼ばれている.なお同ビル

の中にはESCAPの事務局本部のほか国連開発計画

(UNDP)等の国連機関等ILO等の専門機関のアジア

･太平洋地域事務所も所在している.

事務局長は現在のマラミス事務局長で四代目と抵る

が歴代の事務局長の氏名国籍任期は次のとおりで

ある.

初代ロカナサン(インド)

第二代ナラシムハン(インド)

第三代ウ･ニュン(ビルマ)

第四代マラミス(インドネシア)

1947-!956年

1956-!959年

1959-1973年

1973一現在

事務局職員は専門職員と一般事務職員(タイピスト

クラｰクその他)とに大別されるが事務局は国連事

務局の一部を構成するものでこれら職員は国連職員

として国連事務総長が任命する.これらの職員はそ

の経費が国連の通常予算による場合とその他の資金

(各国よりの任意の現金拠出又はUNDP等の国際機関

からの援助)による場合とに分けられる.事務局には

これら職員のほかに特定の国(先進国がほとんど)が

諸プロジェクト実施のため自国の専門家に給与を直接

支払う形式(nonreimbursab1e1oanbasis)をとって

専門家派遣を行うケｰスがある.CCOP地域鉱物資

源開発センタｰ等の地域協力プロジェクトの事務所職員

は国連の通常予算外の資金によるかnOn･reimbu･sa-

b1eの専門家のいずれかである.

以上のとおり職員専門家に種女の形があり更に

はその任期もまちまちでありESCAP全体の職員数

を把握することは容易ではないがESCAP本部の職

員の中で国連の通常予算による職員についてみると

1977年では専門職員のポスト168名一般事務職員の

ポスト327名となっている.これに通常予算外資金及

びnon-reimbursab1e専門家を合わせると専門職員のみ

でも230名を超えまた本部以外のセンタｰ等を含

めると更に増加する.

わが国からは1977年についてみると中内恒雄氏

(国際キリスト教大教授)が開発計画部長三枝守維氏

(前金属鉱業事業団理事)が地域鉱物資源開発センタｰ

所長代行嶋崎吉彦氏(地質調査所)が天然資源部鉱物

資源課長に就任しているあをはじめ全部で30名の専門

職員が勤務している.この中13名はno肘eimbur･

sab1e1oanbasisの専門家で国際協力事業団(JICA)

により派遣されている.これらは1年以上の任期で

あるがそれ以下の短期専門家もJICAにより多数派

遣されている.CCOPの熱流量測定指導の専門家地

域鉱物資源開発センタｰのイランにおける軽量骨材調査

のための専門家等が後者の例である.

(2)財政

ESCAPは前述のとおり国連事務局の一部を構成

するものであり従ってその経費も国連の通常予算

によって賄われるのカミ原則である.

しかしながらESCAP話会議で講国が新たに特定

の問題についての調査研究諮問等の業務を事務局の

事業として要求するとき事務局としては国連の通常

予算で割当てられた資金で賄いきれない場合には他か

らの資金を得て実施することにたる.この｢他からの

資金｣が通常予算外資金(extrabudgetaryresources)

といわれるもので主として国連開発計画(UNDP)

国連人口活動基金(UNFPA)等の国際機関からの援助及

び各国の任意拠出から在る.各国の任意拠出には

現金と現物があり現物には前記のnon-re1mbursable

loanbasis専門家派遣も含まれる.

事務局本部の1976年及ぴ1977年の2年間の資金の合

計は約3,000万ドルであるカミその半額が国連の通常

予算から割当てられたもので他は通常予算外資金で

UNDPUNFPA及び各国拠出である.諾研修所セ

ンタｰCCOP等事務局本部以外のものに瀞しては通常

予算は割当てられずすべて通常予算外資金によるの

でこれらをも合せるとESCAP全体としては通常

予算外資金がはるかに国連の通常予算を上まわること

になる.

冒本のESCAP諸事業への協力はESCAPでは通常

予算外資金として計算され婿和53年度における現金

拠出は諾研修所に231,000ドノレメコン委員会葬務局

に3万ドルその他のESCAP諸活動･プロジェクトに

82万ドノレ合計!,081,000ドノレでその他アジア･太

平洋統計研修所への施設の提供国際協力事業団による

専門家派遣研修コｰスの開催等の経費をも合せると

全体で約250万ドル相当にはなるものと予想される.

V鵬CA正の活動の優先分野･活動態様

ESCAPはアジア･太平洋地域の経済･社会開発を目

的とするか｢経済･社会開発｣の範囲は極めて広範

でありESCAPの活動もそれだけ広範なものといえる.

ESCAPの活動分野についての詳細な説明は省略するが

会議構造図及び事務局機構図からその概要を把握する

ことが可能である.�
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1.囲SCAP活動の優先分野

ESCAPは経済･社会開発における種々の分野に取

組んでいるが限られた資金と能力の中ではいずれか

の分野に重点を置いて優先的に実施する方法をとらざる

を得ない.如何たる分野が優先分野であるかはそ

の時代の要請によって異なる.ESCAP設立当初は

まず工業開発とりわけ鉄鋼を中心とする重工業であり

次に貿易であったといえよう.

現在のマラミス事務局長の就任後初めて開催された

1974年の第30回総会では名称変更会議構造改革とと

もに活動分野にも優先分野の設定を行いかかる設定

に従って事業計画を作成することとたった.ここで設

定された優先分野は『食糧･農業』『エネルギｰ』

『原材料』『技術開発･移転』『外部資金』の5分

野であった.現在はこれら5分野に『総合農村開発』

が加えられている.またこのほかに『人口問題』に

ついても重要でありより大き粧配慮が払われるべきこ

ととされている.

2.翻SCAPの活動態様

活動分野就中優先分野については以上のとおりで

あるがそれぞれの分野について如何なる活動を行うの

かこれもまたそれぞれの時代の要請によって変せんし

てきたといえよう.そしてそれを時代を追って分ける

とすれば次の3つに大別することができよう.

イ.初期一1947年の設立時から1950年代にかけて各部

門における経済的技術的統計上の資料の整備と調査

･研究を中心とする活動を展開した時代であったといえ

よう.これはESCAPの付託条項においてESCAP

の主要た任務として挙げられているものでありESCAP

の活動はここから出発した.

口.第二期一1950年代の中頃から1960年代にわたって一

連に起った動きでこれは加盟国が共同で地域協力プ

ロジェクトを起し推進せんとするものである.この

時代に多くのプロジェクトが設立されたしまた1970年

代に入って設立されたプロジェクトの準備がなされた.

メコン委員会(1957年設立)アジア･ハイウェｰ計画

(1958年)アジア経済開発計画研修所(1964年)ア

ジア開発銀行(1966年)東アジア沿海鉱物資源共同深

査調整委員会(CCOP1966年)台風委員会(1968年)

等がこの時代に設立された主要祖地域協力プロジェク

トである.�
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ハ.第三期一1960年代中頃から起り現在に至る動きで

第二期にみられる地域協力プロジェクトカミ援助指向型

のプロジェクトであるのに対し政策調整指向型の地域

協力プロジェクト推進の動きである.勿論第二期の援

助指向型のプロジェクト推進は現在もなお大き粗動

きとして認められるがこれらプロジェクトに政策調

整的要素カミ加味されるか又はより直接的に政策調整指

向型の地域協カプ回ジェクトの推進が一つの流れとし

て入ってきているといえよう.かかる動きは貿易に

関する種々の取極めについての構想として1950年代に既

に見られることであるカミ現在の諸プロジェクト設立に

より具体的にかかわりをもって来るのは60年代中頃起

った各国開発計画の地域的調和ないし調整という問題で

ありまた域内貿易拡大計画問題であった.

かかる動きの中で設立された地域協力プロジェクトの

主なものとしてはココナヅト共同体(1969年設立)

胡淑共同体(1971年)アジア米貿易基金(1974年に協

定が発効したが活動してい狂い)アジア清算同盟(1974

年)バンコク協定(域内貿易拡大のためのもの1976

年)がある･これらプロジェクトは援助指向型のプ

ロジ三クドのほとんどがアジア開発銀行の如き例を除

いてESCAP総会の決議又は決定によって設立されて

いるのに対して条約の形式をとっていることカミｰつの

特徴である.

二.開発途上国間協カｰ以上の如き流れの中で最近の

新しい傾向としてみられるものは開発途上国間協力と

いわれるものである･これは開発途上国間技術協力

�散������牴楯�浯湧�癥��湧�����

TCDC)と開発途上国間経済協力(ECDC)とからなり

これらは開発途上国の集団的自助勢力ないし自律のた

めのものとされて特にTCDCの考えはESCAPの諸

活動の中に徐々に導入されつつある.
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